
 

 

｢スライド/1項（表紙）｣ 

只今ご紹介に預かりました、ブラジル日本商工会議所の会頭を務めて

おります、双日ブラジルの村田で御座います。本日は日伯経済活動の

現状と課題、また当所が本年度中心的に取り組んで参りました、イノベ

ーションと中小企業の誘致について発表させて頂きます。 

 

｢スライド/2頁｣ 

日伯経済関係の強化は我々会議所の重要なミッションの 1つです。会

議所としては、貿易の自由化に留まらず、日本とブラジルの間でヒト・モ

ノ・カネの往来を増やすビジネスインフラとして機能する EPAの必要性

を発信してきました。この一環で、会議所の 3つの委員会が共同で

EPA タスクフォースを 2018年に立ち上げ、これまでに 8回の

Workshopの実施を通じて会議所メンバーの EPAに関する理解の向

上や情報共有・交換を行ってきました。また、メルコスル全域に事業を

展開する日本企業を対象とした EPAに関する意識調査も実施し、EPA

への日本企業の大きな期待や要望を取り纏め、政府側と共有してきま

した。 

 

ご存じのように、日伯間では毎年、両国の経済界が合同で主催する日

伯経済合同委員会の会合や、日伯ビジネス界を代表する賢人が集ま

って政府への提言書を作成する賢人会議が開催されています。中でも

今年の第 22回日伯経済合同委員会は 7月末に久しぶりにサンパウロ

市の FIESPを会場として開催され、この場で、会議所も積極的に推進

活動を行っている日メルコスル EPAに向けた共同声明が採択されまし

た。またその後の 11月チリＡＰＥＣ後の安倍総理来伯をモメンタムとし

て、日メルコＥＰＡ推進の正式合意をキックオフする目標で活動を続け

て参りました。しかしご存知のように、チリＡＰＥＣは市民の抗議デモによ

り中止となり、その結果として安倍総理の来伯も残念ながら叶わず、ＥＰ

Ａキックオフのモメンタムを再度逃す形となりました。 

 



 

 

このように、商工会議所は経団連や日本商工会議所と連携し、EPAの

旗振り役を務めてまりましたが、協定の締結は元来多くの時間と労力を

要するものであり、引き続き我々商工会としては日本政府に対し粘り強

く働きかけていく所存です。 

 

｢スライド/3-4頁｣ 

 

また商工会議所メンバー企業がブラジルで事業を行うにあたり直面す

る各種の具体的な課題を解決するために政府と対話を実施する、政策

対話活動も行っております。 

 

現在は、税と通関制度、労働制度、インフラ、産業競争力と中小企業の

4つのWorking Groupが活動しており、これまで各Working Groupで

の議論や勉強会を通じて、日系企業がブラジルで事業を展開するにあ

たり改善してもらいたい点をリストアップしたプロポーザルを作成し、政

府との対話を実施してきました。 

 

特に税と通関Working Groupは 7月にブラジルで事業をもつ 74の日

系企業へのアンケート調査を実施し、ブラジルの税制度で特に改善が

望まれる点についてプロポーザルを更新しました。細かい内容は省略

いたしますが、現在、連邦政府が検討している税制改革の方向性と概

ね整合性のとれた内容になっていると考えています。8月に開催された

第 4回日伯農業・食料対話においても、税制上の課題を懸念する日

本企業の声を伝え、経済省貿易・国際担当次官から税制改革を喫緊

の重要課題として取り組む新政権の方針が述べられました。 

 

また９月には、山田大使のご計らいで、税と通関Working Groupのメン

バーとブラジリアを訪問し、経済省の歳入担当次官とそのスタッフと面

談を実施し、このプロポーザルに関し意見交換をしたところです。連邦

政府の強いリーダーシップの下で、日系企業だけでなく広くブラジル企



 

 

業や国民のベネフィットにつながる税制改革が実施されることを強く希

望しております。 

 

また、同じく９月になりますが、産業競争力と中小企業育成政策に関し

て、会議所のメンバーと経済省の生産性・雇用・中小企業政策担当局

長が面談を実施致しました。ここで、局長側からブラジルが優先分野と

してどのような産業分野に注力しているのかや、ビジネスを促進するた

めの規制緩和の努力について話を聞くとともに、雇用の創出や生産性

向上の面で鍵となる中小企業育成について日本勢としてどのような協

力ができるかについて議論がなされました。 

日本からの技術力の高い中小企業のブラジルへの進出支援や、ブラ

ジルの労働者のトレーニング等、お互いにWin-Win となる施策はいろ

いろ考えられると思います。 

 

｢スライド/5頁｣ 

10月 17日には、第 13回日伯貿易投資促進・産業協力合同委員会

がここジャパン・ハウスで開催されました。会議所がこれまで取り組んで

きたビジネス環境整備に向けた提言活動、主に課税分野や産業力強

化・中小企業政策分野の説明や、日メルコスール EPA推進への取り

組みなどについて改めて発表し、ブラジル政府との対話が行われまし

た。この会合内で、ブラジル経済省生産性・雇用・競争力局次官から新

政府の方針が明確に表明されています。ブラジルの諸制度改革による

市場開放、競争力・ブラジルコストに関する法制化を推進、現状課題を

通して障壁の改善を行なっていくことを重要テーマとして取り組んでい

ることが明確に述べられ、また最後には日伯連携の中で日本の高度技

術も学んで行きたい、という心強い発言もありました。 

 

｢スライド/6-7頁｣ 

先日の会議所の理事会でも承認が行われたばかりですが、2020 年

よりイノベーション・中小企業委員会が新たに発足致します。この２つの



 

 

テーマは、日本企業の活動活性化やブラジルの産業競争力強化、日

伯経済連携の強化に向けて喫緊の重要課題分野でもあり、その重要

性を鑑み、「イノベーション・中小企業」委員会の設置を決定致しました。 

今年初めに会議所内に既に設置していましたイノベーション研究会を

今回委員会へ格上げし、また同時にイノベーション分野への取り組み

も兼ねる形でこの委員会を発足致します。本日ご臨席のジェトロ様、ＪＩ

ＣＡ様、ＪＢＩＣ様とも可能な限り協働する形で、この二つのテーマに取り

組んで参る予定です。 

中小企業が海外展開を検討、目指すにあたっての積極的な情報提供、

ブラジル進出を支援するための情報提供やバックアップ、といった活動

を目指して行きたいと考えております。また日本の中小企業の優れた

技術や日本企業が誇る最先端技術を、ブラジルのイノベーション、スタ

ートアップ分野とタイアップさせることで、日本とブラジル、双方のニー

ズがマッチしたWin-Winの関係を築いていけるものと思っております。 

来年 2020 年には当委員会が本格始動する予定です。日本企業のみ

ならずブラジル地場企業、双方にきっと大きなメリットをもたらす取り組

みであると考えておりますので、広くご理解ご協力下されば大変幸いで

御座います。 

                                    


